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1  は  し め に

近年 ,野菜の需給調整問題が多くの場面で論ぜられてい

る。しかし,それらの多くは需給調整問題の生した背景や

目的,課題等に分析の中心がおかれ,一般的抽象的議論の

域にとどまっているように思われる。むしろ現在 ,具体的

な需給調整対策が求められているのであり,獲得目標価格

をいかなる水準に設定し,需給調整をどのような体制や方法

で実施し,かつ各産地の利害関係をいかに調整すべきかと

いった具体的定量的分析が必要といえる。この点に関する

分析は,こ れまであまりなされてこなかった。

ここでは空間均衡モデルを適用することによって冬キャ

ベツをどこで,どをサゴけ生産し,それをどこに出荷するのが

最も合理的かを求め,場伏の生産と出荷活動の合理性を検

討する。そしてこれをもとに,需給調整を行った場合の産

地のメリットや市場価格への影響,問題点等を予測 し分析

する。なお,野菜は出荷時期によって産地や価格水準が大

きく異なるが,こ こで冬キャベツに分析を限定したのは ,

キャベツは市場取扱量が多く最も重要な野菜であることや

年々の価格変動が大きく需給調率が常に要請されているこ

と等による。

2 市場価格の動向と市場間格差

以降の分析の予備的考察として東京都中央卸売市場にお

ける市場価格の動向をみると,価格は名目的には前期 (19

60年～1969年 )が 135%,後期が405%と上昇したが ,こ

れは実質価格では前期が-355%,後期が-568%と 下落

したことになる。また,取扱数量の変動係数は前期が108

%,後期が111%であるのに対 し,価格の変動係数は前期

力ヽ 99%,後期が548%と主要野菜の中で最も高い値である。

このようにキャベツは数量のわずかな変動によっても,価

格は大きく変動する傾向があり,価格の安定化のためには

供給の安定化がいかに必要かがわかる。

次に,主要消費地域と京浜地域との市場価格差をみると,

値は正の場合も負の場合もあるが,北海道を除き,各消費

地域ともいずれかの月において輸送責以上の市場価格差を

生 じており,現状の地域間の移送関係には,なお改善の余

地力颯 されているといえる。この市場間価格差の年次的傾

向をみると,年次によっては平均値に比べてかなり大きな

価格差もみられるが,全体的には縮小傾向にあるといえる。

3 空間均衡モデルの作成

これまでいくつ力つ空間均衡モデルが展開されてきたが ,

ここでは高山 ジャジの二次計画法モデルを援用する1)。

このモデルの場合,需要関数は 1次式で表わされることが

仮定され,各地域間の輸送費データが与えられたならば

netsocial pay off2)を 最大化することによって,各地域

の最適な需要量と供給量 ,地域問移送量及び市場均衡価格

がモデルの中で内生的同時的に決定することができる。

そのためには,まず各地域の需要関数と供給関数及び各地

域間の輸送費を推計する必要がある。

需要関数に関しては,「青果物流通統計旬報」における

全ての 1類と2類都市を対象として全国を14の消費地域に

区分 し,以下のモデルで計測する。そして,それを単体表

に実際に組み込む場合には 1次式を仮定し,各パラメータ

が過去 3年の価格と取扱数量の平均値を通り,かつその点

で弾性値を評価 した場合,そ れが推定値 alの逆数に一致

するようにパラメータのシフトを行った。

log p′ =a。 +al bgq′ +a210g ξ′+a3+,讐 la,+3Z,

ただし,p′ とq′ は ′期のキャベッ価格 (実質 )と

量,ζ′は競合財の数量,Tは時間変数 ,Z:は月を区別

するダミー変数, ai(:=0～ 7)は 推定すべきパラメー

タである。

なお,実際の計測結果では,価格伸縮性係数 alは東日

本の各地域が 2前後の,西 日本の各地域がこれよりも高く4

前後の値であった。このことは,各消費地域とも出荷調整

によって産地にメリットの生 じることを意味する。

次に,供給関数に関しては全国を11の生産地域に区分し,

「野菜生産出荷統計Jにおける都道府県別出荷量データを

使い,次のようなナーロブ型時差配分モデルにより計測す

る。そして,そ れを単体表に実際に組み込む場合には, 1

次式を仮定し,需要関数の場合と同様の処理を行った。

log q`=b。 +bl α log p′ _1+(1-α )log q′ _1

+b210gi`1+Σ  bj+Σb,T,+,b7R7

ただし,p′ とq′ はキャベッの産地販売価格と数量 ,
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は競合財のt-1期 の産地販売価格 ,T′ は時間変数 ,

、は県を区別するダミー変数,α は期待係数,各 biは推
定すべきパラメータである。競合財としては,需要関数お

よび供給関数ともハクサイとレタスを考える。

なお,実際の計測結果では,各生産地域とも決定係数は

非常に高いが,供給の価格弾性値は地域によってかなり低
い値となっている。このことは,キ ャベッの出荷量は前期
の価格水準にあまり反応せず,前年と同じような出荷量を

維待する傾向の強いことを意味するが,若千検討を要する。

また,輸送費は次のような方法で推計した。まず,各県

表 1 供給調整の効果

の野菜産地の地理的中心地は基本的には県庁所在地である

とし,そ こから各消費地域までの輸送距離を求める。次に

それを各県が所属する生産地域の出荷比率で加重し合計す

ることによって,各生産地域から各消費地域までの輸送距

離を求める。この輸送距離に対して,距離別貨物運賃表に

よりそれに要する輸送費を求めればよい。

4 計測結果とその検討

ところで需要関数と供給関数に関しては,時間変数の設

定いかによって各時点の関数を予測することができる。

(単位 %)

売  価

全 両 地 東  北 京  ぢ 防

鵠 調整のない場合 (現状解 )

116 ,4

13101

142 23

114

125 17

132 14

12292

14432
16420

1135,
123 73

130 46

120 85

146 70

162 55

12301

146 02

169 04

12513
150 24

175 34

123 26

14652

3県の供給量を 10%
20%
30%

10947
11803
125 80

105 ,3

108 17

108 56

11013
11645
121 30

110 96

12492
13923

112 27

12312
13395

11354

125 51

137 49

11480
127 84

140 89

11369

12579

10359
10703
110 34

,723
9292
87 63

108 80

115 88

123 41

103

108 02

112 88

105 00

109 44

■377

10552
110 44

115 20

10602
111 39

116 5,

105 58

110 54

ここではまず,現時点の需要関数と供給関数を用いて最適

な空間均衡解を求めた。この最適解における各地域間の移

送関係をみると,現状の地域間移送関係よりもかなり単純

な形ではあるが ,各地域の主要な出荷市場や合計需要量 ,

合計出荷量は現状の値にはぼ近く,こ こでのモデルは現状

の姿をかなりの程度正確に表現しているといえる。そこで

これをもとに,計画時点 (3年後)の最適な空間均衡解や

作柄変動による市場価格への影響 ,及び供給調整を行った

場合の産地のメリットと市場価格の変化等を推計した。

これにより,次のような点が明らかとなった。

計画時点における各地域間の移送関係をみると,値その

ものは異なるものの,現時点に関する最適解とほぼ同じよ

うな傾向がみられる。しかし,現状の供給の増加率及び価

格弾性値が続くならば,地域によって需要の伸びに供給が

十分には対応できず,今後市場価格は上昇傾向に転ずるこ

とが予測された。

また,作柄変動の発生型によっては各地域の生産量はか

なり変動 し,出荷市場や出荷量も変更を受けるが,その場

合でも全国的観点から合理的な移送関係を求めることによっ

て,市場価格の変動をある程度軽減することができる。

更に全国の各生産地域が現状の供給量を10%,20%,30
%削減すると,全国の産地販売価額はそれぞれ ,17%,31
%,42%も増加し,各地域は供給調整に参加することによっ

て,それ以上のメリットを得ることができる。しかし,供

給調整への参加率が低下すると,供給調整への参加産地以

上にアウトサイダーにより多くの利益が生 じる。例えば ,

供給調整への参加率が47%(千葉 ,神奈川 ,愛知の市場占

有率)の場合には,なお全国の各地域とも出荷調整のメリッ

トを得ることができるが,参all率が17%(千葉と神奈川の

占有率)に低下すると,参加産地のみ損失をこうむり,メ

リットはすべてアウトサイダーに帰属するという問題を生

じる。このことからも,系統共販率の向上がいかに重要か

が具体的に示された。ただ,こ のような供給調整により市

場価格はかなり大幅に上昇するが,そ れが消費者にどの程

度うけ入れられるかのF.1題は残る。

なお,こ こでは単一品目に限定し分析したが,農産物の

生産調整は他の農産物に必ず影響を及ぼすものであり,多

品ロモデルの展開が今後の課題 といえる。
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